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明けましておめでとうございます。令和７年の
新春を迎え、謹んでお慶び申し上げます。当連合
会の事業活動に対しまして格別のご支援ご協力を
賜り、厚くお礼申し上げます。
令和６年４月から、５年間の猶予期間があった

「時間外労働の上限規制」の法整備が建設業界に
も適用となり、働く時間の効率化と労務単価の問
題に加えて、目に見えて減少してきたと感じる「生
産人口」の問題と複雑に絡み合い、人手不足感と
共に業界は大きく変化しました。
また、ＤＸによる働き方改革等は徐々に進化し
ていきますが、大きな変化の時こそ穏やかなス
タートが出来るかが大事です。昨年６月に「第三
次・担い手３法」が公布・施行され、ＩＣＴ施工
の普及も勘案し、速度が遅い人を真ん中に据え、
地域全体で働き方改革を展開していくことがポイ
ントです。働く人に的を絞った「丁寧さ優しさ」

のある働き方改革こそが組合活動の基本理念だと
思います。
一方で、昨年も自然災害が多く発生しました。

地域の建設業界で早急な対応をされた結果、すぐ
に駆け付ける「地域を守る建設業」の原点そのも
のを「見える化」させることができました。今後
は「備え」のレベルをあらゆる角度から引きあげ
ていかなければならないと感じています。
このような状況の下、当連合会では、協同組合

ならではのスケールメリットを活かした共同購買
事業、福利厚生事業、総合補償制度、教育情報事
業などの事業を着実に実施するとともに、国の政
策に対しても協同組合として正面から受け止め、
ＤＸ、働き方改革、ＣＣＵＳなどの建設企業経営
に役立つ取り組みも取り入れています。
今後も会員及び所属員企業との連携を深めてい

くため、意見交換会なども積極的に進めてまいり
ますのでご支援ご協力を賜りますようお願い申し
上げます。
本年が建設業界とってより良い年になるよう願

いますとともに、皆様方の更なるご発展とご健勝
を祈念申し上げ、新年のご挨拶とさせていただき
ます。
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正副会長会議・理事会　開催
当連合会は令和６年 11月 21日に東京都千代田

区内の如水会館にて正副会長会議及び理事会を開
催した。

議題は、①
令和６年度 10
月末事業実績
及び収支につ
いて②今後の
会議日程につ
いての２点。

理事会の冒頭、来
賓としてご出席いた
だいた国土交通省　
不動産・建設経済局　
城　麻実建設振興課
長よりご挨拶をいた
だいた。議題では事
務局より上半期の事業執行状況について説明を
行った。

専務理事・事務局長等会議開催

正副会長会議・理事会と同日の令和６年 11 月
21 日、同会場の如水会館において 24 名の出席者
を得て専務理事・事務局長等会議を開催した。
議題は、①令和６年度 10 月末事業実績及び収
支について　②制度・商品説明（協力会社）につ
いて　③今後の会議日程について　の３点。

事務局より「総合補償制度」「福利厚生事業」「共
同購買事業」等について、資料に基づき説明を行った。
引き続き、「共同購買事業」「福利厚生事業」の制
度・商品説明について、協力会社から説明を行った。

講演会開催
正副会長会議、理事

会、専務理事・事務局
長等会議終了後、「建
設業を取り巻く最近の
情勢について」と題し、
国土交通省　沓掛敏夫　技術審議官よりご講演を
いただいた。講演内容は①予算関係　②直面する
課題　③現在の取り組み　④WISENET2050（道
路関係）　の４点。

令和７年　元旦

損害保険ジャパン株式会社

東京都新宿区西新宿 1－26－1
電話 大代表03（3349）3111

石 川耕治

ピジョン株式会社

代表取締役
社　　　長

代表取締役
社　　　長

岐阜県中津川市千旦林 444－14
電話 0573（64）8 8 7 1

酒 井 敏 孝

建設協友サービス株式会社

代表取締役
社　　　長

東京都中央区八丁堀 2－5－1
電話 03（3553）1 0 1 5

千 葉 嘉 春

株式会社　丸水ミズセイ
ユニフォーム・作業着

代表取締役

東京都中央区日本橋横山町4－10
電話 03（3661）2 4 6 4

水 野 富 夫

大同生命保険株式会社

代表取締役
社　　　長

大阪府大阪市西区江戸堀1－2－1
電話 06（6447）6 1 1 1
東 京 都 中 央 区 日 本 橋 2－7－1
電話 03（3272）6 7 7 7

北 原 睦 朗
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東ティモール民主共和国を訪問
令和６年 10月 14日から 20日にかけて、当連合

会所属員企業８社で東ティモール民主共和国を訪
問しました。訪問団の団長には前建設業振興基金
の理事長で現建設経済研究所の佐々木　基理事
長にお願いしました。主な訪問先は、東ティモー
ル国立大学工学部と東ティモール職業訓練雇用庁
（ＳＥＦＯＰＥ）です。
東ティモール国立大学工学部では、学長、工学

部長等のご挨拶、学生 300 名に対して、日本の建
設産業について説明を行いました。また参加した
建設会社から各社の特徴等を社長自ら説明しまし
た。学生は熱心に聴講し、説明後のアンケートでは、
日本の技術力に関心を持ち日本で働きながら学び
たいと強い希望を持つ学生が大半でした。

東ティモール国立大学との意見交換では、日本
で働くためには日本語を習得することが重要であ
るので、学校において日本語教育に力を注ぐとの
ことでした。

職業訓練雇用庁（ＳＥＦＯＰＥ）では、ロジェ
リオ長官と意見交換しました。ロジェリオ長官は
高度技能教育、日本語能力の向上に向けてＳＥＦ
ＯＰＥとして最重要課題として取り組み、日本の
建設会社との交流を推進したいとの決意を述べら
れ、訪問団を大変歓迎して下さいました。

今回の訪問は、日本の建設会社と東ティモール
国立大学工学部の学生との交流を進めるスタート
台に立つものであったと思います。
当連合会としても、アジアで一番新しい国、平
均年齢が 20 歳で人口 130 万人の半分は 20 歳以下
の若々しい国と日本の建設会社の交流が進むよう
取り組んでまいりたいと思います。
＜参加建設会社＞
木下建工㈱、㈱二嘉組、中野土建㈱、㈱木下組、
㈱藤巻建設、村上建設㈱、㈱三東工業社、㈱竹花組

東ティモール国立大学工学部にて

SEFOPE にて

現地メディアの取材

（独） 勤労者退職金共済機構
建設業退職金共済事業本部

03-6731-2866TEL

建退共 検索
国の制度で安全確実
掛金が一部免除
転職時は企業間を
通算して計算

経営事項審査で加点
掛金は損金扱い
電子申請方式で
手続き簡単

6つの
特長
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全建協連からの
ご提案です︕ 御社の福利厚生を充実させて、社員の採用と定着を図りませんか︖

スケールメリットを活かした２つの団体保険制度︕

●毎年度の決算で剰余が生じた際は
　配当金をお支払いします︕
●掛金負担が軽減されます︕
※決算の状況により配当金がない場合もございます。

①生命共済制度
病気・災害での死亡

不慮の事故での入院等

★全国団体のメリットを活かした低廉な掛金を実現
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全額損金算入が可能）
★簡易なご加入手続きで安心の２４時間保障
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（災害保障特約付団体定期保険）

●病気・がん等の多様なリスクを
　ニーズに合わせてご選択可能です︕

病気・がん・ケガ
介護等を幅広くカバー②個人加入型団体総合保険

★団体割引１０％適用の割安な保険料でご提供
★令和６年７月より新たに介護補償プランを新設
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護のみ単独加入も可能）
★引受保険会社の無料電話相談サービスも利用可能

安心をご提供する安心をご提供する 福利厚生事業福利厚生事業

全建協連からの
ご提案です︕ 42年の伝統があり加入1,000社超の当制度へのお見積りはいかがですか︖

多様化するご加入者のニーズを取り入れ建設業者向けの商品が実現︕

●スケールメリットを活かした割安な賦課金です︕
●地盤崩壊ワイドプランで補償範囲を拡充しました︕
●相互扶助でのオリジナル見舞金制度も充実です︕

①第三者賠償補償制度　　　②土木・建築補償制度　　　③傷害総合補償制度

★ 上記①～③に加え特約で地盤崩壊危険
担保・使用者賠償責任補償も付帯可能

★ JV契約の単体ご契約も補償を拡大
　　　　　　　　　　（請負金額６億円以上）

工事のリスクをカバー工事のリスクをカバー 総合補償制度総合補償制度

※福利厚生事業及び総合補償制度の各制度の詳細につきましては必ずパンフレットにてご確認ください


